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考える素材 
 

脱原発金曜ウォーク 宇部 2012.08.12 から 第 520 回目   

  発行：いのち・未来うべ  

宇部市立図書館 雑誌スポンサー 『世界』（岩波書店）を提供  

     連絡先：〒755-0029 山口県宇部市新天町１丁目２−36 宇部市民活動センター「青空」 

ブログ：https://blog.goo.ne.jp/nonukes2013   電話 080-6331-0960（安藤公門） 

 

（報告）７月２３日、上関町田ノ浦の海岸清掃は、２７人の若いお母さんたちと子どもたち

で賑やかに行われました。子どもたちは、海岸で思い切り泳いでいました。（ヤギ１頭も参加）フェースブック

で大久保雅子さんが写真を載せて報告しています。次回は、９月に行われます。 

（原子力緊急事態宣言は今も続行中）について 

  小出裕章さんが、ほとんどの講演会で指摘している原子力非常事態宣言とは、どのようなものなのか？発令

された非常事態宣言とその法律的基礎になっている原子力災害対策特別措置法と関連事項を資料として裏面に

紹介します。小出裕章さん講演会の動画とあわせて確認ください。 

【桜島噴火】川内原発へは約 52 ㎞の距離。指摘され続けている危険性 朝ゲイ 

  「降灰で電線が切れて電源喪失」 「電源のフィルター」の閉塞 

   https://www.asagei.com/excerpt/42548 

【要警戒】原発再稼働に続いて、ついに新増設を言い始めました。狙いは

上関原発です。「原発の新増設・建て替え 国計画に明記を」 原子力産業協会が提言 朝日新聞 2022

年 7 月 22 日 https://www.asahi.com/articles/ASQ7Q6FMPQ7QULFA00G.html 

 

◎ 平和フェスタ 2022 8 月 27 日（土）12 時半～16 時 宇部市文化会館大ホール 

 講演 永山茂樹氏 日本国憲法と平和 ウクライナ情勢から見える戦争のない平和な社会 

 

◎金曜ウォーク 毎週金曜日午後 6時 集合場所：新川橋(ヒストリア宇部横) 

情報交換とアピール。気軽にご参加ください。全国の脱原発金曜行動とつながり、ともに声

をあげましょう。 

◎いのち・未来うべ総会 2022 年 9 月 18 日午後 1 時半～ 宇部市多世代ふれあいセンター（予定） 

https://blog.goo.ne.jp/nonukes2013
https://www.asahi.com/articles/ASQ7Q6FMPQ7QULFA00G.html


原子力緊急事態宣言について（関連資料） 

  ～日本は、未だに原子力緊急事態宣言下にある～  

 
2011 年に出された緊急事態宣言 

 

 
 

1999 年 法律第百五十六号 

原子力災害対策特別措置法 

 

（原子力緊急事態宣言等） 

第十五条 原子力規制委員会は、次のいずれかに

該当する場合において、原子力緊急事態が発生した

と認めるときは、直ちに、内閣総理大臣に対し、そ

の状況に関する必要な情報の報告を行うとともに、

次項の規定による公示及び第三項の規定による指示

の案を提出しなければならない。 

一 第十条第一項前段の規定により内閣総理大臣

及び原子力規制委員会が受けた通報に係る検出され

た放射線量又は政令で定める放射線測定設備及び測

定方法により検出された放射線量が、異常な水準の

放射線量の基準として政令で定めるもの以上である

場合 

二 前号に掲げるもののほか、原子力緊急事態の

発生を示す事象として政令で定めるものが生じた場

合 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による報告及び

提出があったときは、直ちに、原子力緊急事態が発

生した旨及び次に掲げる事項の公示（以下「原子力

緊急事態宣言」という。）をするものとする。 

一 緊急事態応急対策を実施すべき区域 

二 原子力緊急事態の概要 

三 前二号に掲げるもののほか、第一号に掲げる

区域内の居住者、滞在者その他の者及び公私の団体

（以下「居住者等」という。）に対し周知させるべ

き事項 

３ 内閣総理大臣は、第一項の規定による報告及

び提出があったときは、直ちに、前項第一号に掲げ

る区域を管轄する市町村長及び都道府県知事に対し、

第二十八条第二項の規定により読み替えて適用され

る災害対策基本法第六十条第一項及び第六項の規定

による避難のための立退き又は屋内への退避の指示

を行うべきことその他の緊急事態応急対策に関する

事項を指示するものとする。 

４ 内閣総理大臣は、原子力緊急事態宣言をした

後、原子力災害の拡大の防止を図るための応急の対

策を実施する必要がなくなったと認めるときは、速

やかに、原子力緊急事態の解除を行う旨及び次に掲

げる事項の公示（以下「原子力緊急事態解除宣言」

という。）をするものとする。 

一 原子力災害事後対策を実施すべき区域 

二 前号に掲げるもののほか、同号に掲げる区域

内の居住者等に対し周知させるべき事項 

 

◎原子力緊急事態宣言に関する質問主意書 

 2016年３月3日提出        

衆議院議員逢坂誠二君提出原子力緊急事態宣言に

関する質問に対する答弁書（3月 11 日） 

 お尋ねの原子力災害対策特別措置法（平成十一年

法律第百五十六号）第十五条第四項に規定する原子

力緊急事態解除宣言については、同項において、原

子力災害の拡大の防止を図るための応急の対策を実

施する必要がなくなったと認めるときに行うことと

されており、住民の避難や原子力事業所の施設及び

設備の応急の復旧等の実施状況等を踏まえ、総合的

な見地からこれを行うかどうか判断するものである

ため、現時点において確たる見通しを述べることは

困難である。 

 

 

◎参考記事 東京新聞 震災から１０年 全面解除

見えない原子力緊急事態…これから１００年ずっと

宣言下に！？   2021 年 03 月 11 日

https://www.tokyo-sports.co.jp/social/2873130/ 

 

 

◎小出裕章さん講演会 2022 年 4 月 16 日宇部 

https://www.youtube.com/watch?v=KtA-YGmQzls     

  

https://www.tokyo-sports.co.jp/social/2873130/
https://www.youtube.com/watch?v=KtA-YGmQzls

